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留意事項 

＜ 提出期間の延長について ＞ 

①2018年 12月 28日（金）まで延長しました。11月下旬までに事前相談を開始してください。 

＜ 平成 29年度募集との主な相違点 ＞ 

①消費税及び地方消費税は、補助対象外となります。 

②拠点整備事業の補助は平成 30年度で終了します。平成 30年度内に事業が完了しない場合は

平成 30年度完了分（平成 31年 3 月末時点の工事出来高）の補助対象事業に対する補助金交

付額となります。 

＜ 平成 29年度から引き続きの注意点＞ 

①関係会社等から調達を行う場合、３者以上からの見積結果の提出が必要です。 

②開設許認可等が必要な施設の補助金の支払いについては、許認可後となります。 

③地域住宅計画又は都市再生整備計画において子育て支援を図るものとして位置付けられた住宅

団地等の区域内において実施する子育て支援施設の整備事業については、スマートウェルネ

ス計画の提出は不要となります。 

 

※ 本交付申請要領は、平成 30 年度スマートウェルネス住宅等推進事業として公募する事業のうち、
「スマートウェルネス拠点整備事業」を対象とするものです。 

※ 本事業は、予算の範囲内で、整備費等の一部を補助し支援するものであり、要望額についてすべて
対応するものではありません。 

※ 補助対象となる事業に着手（工事着工）する前に、本交付申請要領に従ってスマートウェルネス住
宅等推進事業室（以下「推進事業室」）に対して補助金の交付申請を行い、補助金の交付決定を受
けなければなりません。交付決定前に事業に着手した場合には、補助金は交付されません。 

※ 補助事業の内容を変更した場合は、必ず推進事業室に相談し、変更に係る手続きが必要か確認して
ください。無断で事業内容を変更した場合には、補助金が交付されないこととなります。 

※ 本事業補助以外の国費を含む補助金又は交付金を受ける費用は補助対象になりません。 

※ 宗教法人および暴力団又は暴力団員であるもの、及び暴力団又は暴力団員と不適切な関係にあるも
のは交付申請者となることはできません。 

※ 過去３カ年度内に国土交通省住宅局所管補助金において、交付決定の取り消しに相当する理由で補
助金の返還を求められたことがある者等（団体を含む）は、本整備事業への申請が原則として制限
されます。 

 

■事前相談のすすめ方について■ 

◇事前相談は、正式申請を円滑に進めるため、事前に書類の揃いや内容確認をさせていただくもの
です。資料の追加や訂正を求めることがありますので、希望する交付決定日程に対し、遅くても
１ヶ月前に開始してください。相談は随時受付けます。 

◇事前相談では、電子ファイル化した書類により、メールの往復で進めます。押印は正式申請(郵送)
の時です。相談の進行に伴い、書類の不足、記入内容の齟齬、費用根拠の訂正など、幾度かにわ
けて修正・再提出をお願いすることがありますのでご承知ください。 

◇事前相談は、書類一式が整っている案件から審査に入ります。書類は一式まとめて送付くださ
い。特定の書類に関する相談など、部分的な質疑も受付けますが、最終的に必要書類が揃った時
点をもって、事前相談の開始となりますので、日程にはご注意ください。 

◇最終的な押印つき書類の提出(郵送)は、事前相談による書類内容の完成を前提に、推進事業室から
ご案内しますので、それまではお控え下さい。  
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1 事業内容 
スマートウェルネス拠点整備事業は、住宅団地、共同住宅及び住宅地（以下「住宅団

地等」）における高齢者生活支援施設等の「拠点施設」（1.3 別表に定める施設をい

う。以下同じ。）の整備により、高齢者、障害者又は子育て世帯（以下「高齢者等」）

の多様な世代が交流し、安心して健康に暮らすことができる環境の整備を図ることを目

的としております。 
本交付申請要領の対象とするスマートウェルネス拠点整備事業においては、この観点

から、地方公共団体と連携し、当該住宅団地等の管理者等によりスマートウェルネス計

画、生涯活躍のまち形成事業計画が定められていることや、一定規模の住宅団地等であ

ることを要件とした拠点施設の整備事業に対して、予算の範囲内において、国が事業の

実施に要する費用の一部を補助し支援するものです。 

1.1 手続きの流れ 

補助金の申請手続き（交付申請）から事業着手、補助金の受領までの流れは以下の通

りです。 
①  スマートウェルネス計画の作成・提出 

拠点施設を整備する住宅団地等において、地方公共団体と連携し、住宅団地等の

管理者等により、スマートウェルネス計画を作成の上、交付申請時に提出する必要

があります。ただし、市町村が策定する「生涯活躍のまち形成事業計画」の区域内

に存する場合、若しくは、「地域住宅計画」又は「都市再生整備計画」において子

育て支援を図るものとして位置付けられた住宅団地等の区域内において実施する子

育て支援施設の整備事業については、スマートウェルネス計画の作成は不要です。

その場合、生涯活躍のまち形成事業計画の内容が確認できる書面、又は地域住宅計

画、都市再生整備計画において子育て支援を図るものとして位置付けられた住宅団

地等の区域内において実施する子育て支援施設の整備事業であることを確認できる

書面等を提出してください。 
スマートウェルネス計画の具体的な作成方法については、別添の「スマートウェ

ルネス計画作成の手引き」を参照してください。 
 

②  交付申請（「交付変更承認申請」を含む。以下同じ。） 
補助事業者は、2. 4 交付申請の提出期間内に推進事業室へ交付申請をしてくださ

い。関係会社等から調達を行う場合にあっては、補助金交付申請にあたり、３者以

上からの見積りの結果を提出していただきます。 

なお、申請書の提出前に必ず事前相談を行ってください。 
 

③  交付決定（「交付決定変更」を含む。以下同じ。） 
推進事業室による審査を経た後、推進事業室から補助事業者に「交付決定通知

書」又は「交付決定変更通知書」が送付されます。 
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なお、開設に際して許認可等が必要な施設については、完了実績報告までに許認

可等がなされていることの条件を附して交付の決定を行うものとします。 
この交付申請・交付決定の手続きの完了をもって正式な補助の採択となります。

この交付手続きにおいて計画等の内容と整合しないと判断された事業の全部又は一

部は、補助の対象とならない場合がありますので留意してください。 
補助事業の着手は、交付決定通知日以後可能となります。当該通知日よりも前に

着手した事業については、補助対象となりませんので注意してください。 
補助事業の着手の時期については、工事着工をもって判断しますので、交付決定

日以降、改修予定地にて工事に着手していない事を証明する写真（撮影日が判る新

聞等を持って撮影）を、推進事業室に提出してください。画質等が悪く、撮影日等

が判断できない場合は、補助金が交付されない場合があります。 

事業に着手した場合には、工事の実施は工事着工写真を、調査設計計画の実施は

契約書等の写しを、速やかに推進事業室に提出してください。 

（平成 30年度中に事業の着手に居たらない場合は、交付決定が無効になります） 

④  完了実績報告 
補助事業者は、交付決定額に対応する事業が完了したときは、遅滞なく「完了実

績報告書」を推進事業室に提出してください。 
なお、完了実績報告時には、これに基づく補助金額の請求書を添えて提出してく

ださい。ただし、審査により額が変更される場合には推進事業室から連絡し再提出

を求めることがあります。また、報告書の提出前、事業完了の１ヶ月～１ヶ月半前

より必ず事前相談を行ってください。 
平成 31 年 3 月下旬までに補助事業が完了しない場合は、3 月末時点の出来高を現

地検査等により確認いたします。補助金は補助対象工事費のうち、平成 31 年 3 月

末の工事出来高分が補助対象となります。この場合であっても、出来高分の補助金

の支払いは、事業が完了し、完了実績報告の提出後になります。 
⑤ 額の確定 

推進事業室による審査を経た後、推進事業室から補助事業者に「額の確定通知

書」が送付されます。 
⑥  補助金の受領 

「額の確定通知書」が送付された後、交付申請時に指定した口座に補助金が振り

込まれます。補助金は、補助事業が実施されたこと及び開設に際して許認可等が必

要な施設の許認可等がなされていることを確認した後に支払います。 
なお、平成 30 年度分については、原則として、平成 31年 2月 22日までに完了実

績報告が提出された事業者に対し、平成 31 年 3 月末日までに支払われる予定で

す。（事業の進捗状況、事務手続上の都合等により多少の遅れが生じる場合も想定

されますのでご了承ください。）完了実績報告の提出が所定の期日以降となると見

込まれる場合は早期に推進事業室にご相談ください。 
※事業が完了し、完了実績報告を早い時期に提出できる事業者に対して年内（時期

は未定）に補助金の支払いを実施する場合があります。  
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1.2 補助事業のフロー 

（１）補助事業を単年度で実施する場合   
表中の①～⑥は、「1.1 手続きの流れ」の①～⑥と一致します。 

 ※補助事業を複数年度にわたって実施する場合には、推進事業室にあらかじめ問合

せください。 

年月 補助事業者  推進事業室 

平成 

30年度 

当初 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 

31年 

2月 

 

①スマートウェルネス計画の作成・提出 

※スマートウェルネス計画 

（若しくは生涯活躍のまち形成事業計画、 

地域住宅計画 都市再生整備計画） 

を作成の上、交付申請時に提出 

 
②交付申請 

（「交付申請書」の提出） 

※平成 31年 2月 22日までに完了する見

込みの補助事業に係る補助金の額を申

請。 

 
③交付決定 

（「交付決定通知書」の受領） 

□交付決定日以降 

  着手していない事を証明する写真 

   事業着手した場合は工事着工写真 

 

□事業の完了 

※平成 31年 2月 22日までに補助事業を 

完了 

 

④完了実績報告 

（「完了実績報告書」の提出） 

※平成 31年 2月 22日まで 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 
 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

審査 

□補助要件の確認 

 
 
「交付決定通知書」の 

送付 

 

 

 

 写真提出 

 

 

 

審査 

□書類審査／必要に応じ現場検査 

 

 

平成 

31年 

3月 

⑤額の確定 

（「額の確定通知書」の受領） 

⑥補助金の受領 
 

 「額の確定通知書」の送

付／補助金の支払い 
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1.3 補助事業の基本的な実施体制 

補助事業者は、補助対象事業費を負担する者（建築主）となります。共同事業体

（JV）や建築主が複数による場合は、共同事業者の中で代表者を決め、この代表者が具

体的な交付申請手続き等を行ってください。共同事業者間で共同実施規約を締結し、提

出いただきます。 

 

 
【補助金受領後の注意点】 
 本事業は、「共同事業体」の連帯責任として補助金が交付されます。補助金受取後 1
ヶ月以内に、共同事業者への支払いを完了した証の書面を提出ください。 
 
  

＜共同事業者の規約の例について＞ 

共同提案の場合には、次の内容を含む規約を結び、推進事業室に届け出ていただきます。 
これによりがたい場合には相談してください。 
 
・共同事業者全員の合意があることが確認されるものであること。 
 
・交付申請手続き等を代表者が行うこと（すべての手続きを常に連名で印鑑等を付して行う場合

はこの限りでありません。）。 
 
・補助金の受領について、共同事業者全員が補助金の受領者に委託していること。 
 
・補助金受領後の清算方法について、補助金の受領者から建築主等に補助金相当分が支払われる

こと。 
 
   ・（請負の場合）補助金は、建築費を負担する建築主に帰属することになりますが、それをどの

ように処理するかは共同事業者同士で決め、交付申請する時に届け出てください。その際に、

適切に補助金の処理がされていることを確認するため、例えば契約書に補助金相当分の位置

付けが明記されている等の措置を講ずる必要があります。 
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＜作成例＞ 

以下は例示ですので、このとおりに作成しなければならないものではありません。

なお、共同規約によるトラブルが生じた場合は、当事者間で解決していただくことにな

りますので注意してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

スマートウェルネス拠点整備事業補助金における 

（○○○○拠点）共同事業実施規約 

年  月  日  

甲：建築主 ○○○○ ㊞ 住所 

乙：代表者 ○○○○ ㊞ 住所 

 

（補助金交付への協力） 

第 1条 甲と乙は、本規約により建築する建物（以下「本建物」という。）が、国土交通省（以下「所轄官庁」とい

う。）所轄のスマートウェルネス拠点整備事業補助金（以下「本補助金」という。）の交付要件を満たすことを前提に設

計された建物であり、本補助金の交付を受けるための所要の手続きを、両者協力して共同で行うことを確認する。 

２．本事業において補助対象とする費用について、本事業補助以外の国費を含む補助金（負担金、利子補給金並びに補助

金適正化法第２条第４項第１号に掲げる給付金及び同項第２号に掲げる資金を含む。）及び介護保険給付又は医療保険給

付の対象費用を含むものでないことを確認する。 

（交付申請） 

第 2条 甲と乙は、本規約締結後、速やかに、本建物に関する本補助金○○○万円の交付申請（以下「本申請」とい

う。）を共同して行うものとする。 

２． 本補助金の申請から受領に要する諸手続きは、甲及び乙を代表して乙が行うものとする。 

（工事代金への充当） 

第 3条 本補助金の受領については、甲及び乙を代表して乙が行うものとし、乙は受領した補助金を、本契約に定める甲

の建築工事請負代金債務の支払いに直ちに充当するものとする。 

２． 乙は前項の充当後、速やかにその旨を甲に通知するものとする。 

（不承認の場合） 

第 4条 本申請にもかかわらず本補助金の不交付が確定した場合には交付を前提として定めた建築工事請負代金の支払い

については、甲及び乙によって誠実に協議するものとする。 

 ２．最終的な補助金額は完了実績報告の審査後に確定することを確認する。 

（建物の一般公開） 

第 5条 甲と乙は、本補助金交付の要件として、本建物を一般公開する手続きが必要になることを承認し、これを協力し

て実施するものとする。 
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1.4 事業の内容、要件等 

(1)  事業の要件 

交付申請しようとする事業は、次の１）または２）の要件に適合させる必要があり

ます。 

１）次の①及び②に掲げる要件を満たすもの 

①次のⅰ）及びⅱ）に掲げる要件を満たす住宅団地等において、新築または既存

の建築物の改修（増築を含む。）により、拠点施設を整備するものであるこ

と。 

ⅰ）高齢者向け住宅の戸数が 30戸以上であること 

ⅱ）市町村が策定する「生涯活躍のまち形成事業計画」の区域内に存するこ

と。 

②事業に要する資金の調達が確実であること。  

 

２）次の①から③に掲げるすべての要件を満たすもの。 

①次のⅰ）及びⅱ）に掲げる要件を満たす住宅団地等において、新築または既存

の建築物の改修（増築を含む。）により、拠点施設を整備するものであるこ

と。 

ⅰ）住宅の戸数が 100戸以上であること 

ⅱ）地方公共団体と連携し、住宅団地等の管理者等により、スマートウェル

ネス計画が定められていること。 

※本事業における「住宅団地等の管理者等」は、地方公共団体、都市再生機

構、地方住宅供給公社、民間賃貸（分譲）住宅事業者、マンション管理組

合、まちづくり協議会等を想定しています。一般の住宅地においても、地

方公共団体等を住宅団地等の管理者等とすることができます。 

※住宅地の場合、スマートウェルネス計画に定められた区域内の住宅戸数が

100 戸以上であることが必要です。 

※地方公共団体が住宅確保要配慮者の居住の安定確保を図ることを目的とし

て整備費の一部を負担して整備の推進を図る賃貸住宅（公営住宅や地域優

良賃貸住宅等）については、100 戸未満でも対象となります。 

※スマートウェルネス計画の具体的な作成方法については、別添の「スマー

トウェルネス計画作成の手引き」を参照してください。 
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②整備される拠点施設が次のⅰ）及びⅱ）に掲げる要件を満たすものであるこ

と。 

ⅰ）スマートウェルネス計画において位置付けられていること。 

ⅱ）周辺地域の住民も利用可能であること。 

   ③事業に要する資金の調達が確実であること。 

※地域住宅計画又は都市再生整備計画において子育て支援を図るものとして

位置付けられた住宅団地等の区域内において実施する子育て支援施設の整

備事業については、スマートウェルネス計画が定められ、当該事業が位置

付けられているものとみなします。 
 

１）又は２）の要件における共通留意点 

※「住宅団地等」には、賃貸住宅団地、分譲住宅団地、賃貸住宅・分譲住宅

が併存する住宅団地のほか、単棟の共同住宅及び一般の住宅地も含まれま

す。なお、住宅の種別としては、公的賃貸住宅（公営住宅、都市再生機構

住宅、住宅供給公社住宅、地域優良賃貸住宅 等）のほか、民間賃貸住宅や

分譲住宅も含まれます。 

※改修工事を行う場合は、改修を行う建築物が、昭和 56年 6月 1日以降に着

工した建築物であること。（ただし、本事業の補助を受けて行う改修工事

において耐震改修工事を実施する場合又は既に地震に対する安全性に係る

建築基準法又はこれに基づく命令若しくは条例の規定に適合することが確

認されている場合についてはこの限りではない。） 

※金融機関の融資を受ける事業である場合には、融資の内諾を得たものであ

ることが必要です。 

(2)  交付申請者・補助を受ける者 

交付申請者・補助を受ける者（補助事業者）は、拠点施設の整備者（建築主）とな

ります。スマートウェルネス計画に関する事前相談は、代理人等ではなく、住宅団地

等の管理者等である計画作成者に属する者が行ってください。 

交付申請の方法・留意点 
拠点施設の整備者（建築主）毎にまとめて交付申請を行ってください。本事業につ

いては、随時受付けます。今年度の最終受付期限については、別途お知らせします。 

(3)  補助額 

補助金の額は、拠点施設の整備に係る費用（改修（増改築を含む）又は新築に係る

費用。なお、改修を目的として施設等を取得する場合、その取得に要する費用（用地

費は除く）も含む。）の１／３以内の額とします。ただし、補助金の額は、１拠点施

設当たり１，０００万円を上限とします。 
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通例、建設請負工事費に含まれる費用でも、補助対象外と認定される費目は補助の

対象となりませんのでご注意ください。 
※補助対象外となる費目の例： 

・調査費・設計費 
・既存建物の解体工事、敷地外の工事、開発行為に当たる工事、造成工事 
・業務用厨房における厨房機器 
・照明用管球（器具セット品を除く） 
・消火器 
・家具、家電製品 

  ・カーテン・ロールスクリーン等 
ただし、自社施工の場合は、補助対象となる費用が通常の工事請負契約の場合と異

なります（例：間接経費、一般管理費等の利益相当分は補助対象外）。対外的費用負

担を基に補助対象費用を確認できる書類が必要となりますのでご注意ください。 

(4)  補助の期間 

補助金の交付を受けることができる事業は、平成 30 年度中に事業に着手（工事着

工）するものとします。交付申請された事業のうち、平成 30 年度中に着手に至らな

いものについては、原則として交付決定が無効になります。 
なお、交付決定後に事業者の都合で補助事業の期間を変更した場合には、交付決定 

通知書で示された補助金の額が全て支払われない場合があります。補助事業の期間が 
変更となる場合には、必ず「X５ 交付変更承認申請」Xを参照して、必要な手続きを行

ってください。 
本事業は原則として、平成 30 年度中に事業完了する事業を対象としています。そ

のため、原則として事業期間は、交付決定後から平成 30 年度末までとなります。工

事に要する期間などの事情により、上記の期間超えて事業を実施する場合には、推進

事業室へご相談下さい。ただし、平成 30 年度を超える場合は、平成 31 年 3 月 31 日

出来高に応じた補助金となり、平成 31 年 4 月 1 日以降の事業は補助対象となりませ

ん。 
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（別表）「スマートウェルネス拠点整備事業」の補助対象となる拠点施設 

 対象となる施設 

高
齢
者
生
活
支
援
施
設 

高齢者の生活を支援する次の施設 

 ○介護関連施設 

訪問介護事業所、訪問入浴介護事業所、訪問看護ステーション、訪問リハビ

リテーション事業所、居宅療養管理指導事業所、通所介護事業所、通所リハ

ビリテーション事業所、短期入所生活介護事業所、短期入所療養介護事業

所、福祉用具貸与事業所、特定福祉用具販売事業所、夜間対応型訪問介護事

業所、認知症対応型通所介護事業所、小規模多機能型居宅介護事業所、居宅

介護支援事業所（介護予防事業所を含む）、 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所、看護小規模多機能型居宅介護

（複合型サービス）、地域包括支援センター 

○健康保険法第 88条第 1項に規定する訪問看護事業の用に供する施設及びこ

れらに付随する収納施設 

○医療法に規定する病院又は診療所-※1 

（病院又は診療所の補助対象部分は診療機能部分に限る。） 

障
害
者
福
祉
施
設 

障害者の生活を支援する次の施設 

○社会福祉法第２条第２項第二号、児童福祉法に規定する 

  障害児入所施設、情緒障害児短期治療施設 

○障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に規定する 

障害者支援施設（施設入所支援及び施設障害福祉サービス） 

障害福祉サービス事業（生活介護・短期入所・自立訓練・就労移行支

援・就労継続支援）、共同生活援助（グループホーム） 

一般相談支援事業、特定相談支援事業、地域活動支援センター、 

福祉ホーム 

○身体障害者福祉法に規定する 

 身体障害者生活訓練等事業、身体障害者福祉センター 

子
育
て
支
援
施
設 

子育て世帯の生活を支援する次の施設 

○社会福祉法第２条第２項第二号、児童福祉法に規定する 

  乳児院、母子生活支援施設、児童自立支援施設 

 社会福祉法第２条第３項第十一号に規定する 

  隣保事業の用に供する施設 

 ○児童福祉法に規定する 

 障害児通所支援事業（児童発達支援・医療型児童発達支援・放課後等デ

イサービス・保育所等訪問支援（保育所等訪問支援単独事業を除

く））、 

障害児相談支援事業（障害児支援利用援助・継続障害児支援利用援助）、 
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放課後児童健全育成事業、子育て短期支援事業、地域子育て支援拠点事

業、一時預かり事業、家庭的保育事業、小規模保育事業、保育所、児童

厚生施設、児童家庭センター 

○母子及び父子並びに寡婦福祉法に規定する 

   母子・父子福祉センター、母子・父子休養ホーム 

 ○母子保健法に規定する 

母子健康センター 

○公的助成に基づき運営される育児事業に供するスペース又は住民等の自主

運営による共同育児活動の場に供するスペース 

そ
の
他 

上記の他、高齢者等の居住の安定確保、地域住民の健康の維持・増進、多様

な世代の交流促進、地域コミュニティ活動の活性化等の取組に資する次の施

設 

1)総合生活サービス窓口、2)情報提供施設、 

3)生活相談サービス施設、4)食事サービス施設、 

5)交流施設、6)健康維持施設   

                       

※1 高齢者、障害者、子育て世帯等を対象とするものを含みます。 
※ 上記欄に記載の無い事業については、ご確認ください。 
※ 新築の場合は、介護関連施設、病院、診療所、訪問看護事業所を補助対象外とし

ます。ただし、平成 30 年度までに着手する事業は補助対象とします。 
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2 交付申請手続きについて 

2.1 交付申請手続きについて 

補助事業者は、事業を開始するために、まず交付申請を行う必要があります。交付

申請では、補助事業を実施するために必要となる費用等を推進事業室に申請します。 

交付決定通知書を受けてから（交付決定の日付以降に）着手（工事着工）された事

業であって、本年度の出来高のあるものが補助金交付の対象となります。 

2.2 交付申請の提出先・提出物について 

事前相談を終え、推進事業室より提出の指示を受けた後に下記の方法により交付申

請資料を提出して下さい。 
 

(1) 提出先 

本要領に係る手続き書類等は、全て以下に提出してください。 

〒101-0051 東京都千代田区神田神保町３－２５ 精和ビル５階 

スマートウェルネス住宅等推進事業室 宛 

     

(2) 提出部数 

書類を各１部提出してください。申請書類の鑑（計画様式、様式１交等）、確認

書、補助金の請求書（様式１４）については、押印された原本としてください。 

 

(3) 提出書類の書式等 

本要領に係る提出書類は、全て以下の書式体裁によって作成してください。 

 

【提出物の書式と体裁】 

○提出書類は、日本語の活字体（原則、手書きは不可）で、Ａ４サイズ（片面）と

し、左上角をクリップ留めしてください（ホチキス留め、テープ製本・ファイ

ル綴じ等はしないでください）。 
○提出時は必要書類を一括して郵送してください。分割による送付や部分的な差し

替えは原則として受理できません。 

【その他】 

○提出書類が、申請すべき内容や規定書式を満たしていない場合、及び記述内容に

虚偽があった場合は、原則として申請を無効とします。 
○提出書類はお返ししませんので、その旨予めご了承ください。 
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2.3 交付申請の提出書類 

2.3.1 交付申請書類 

提  出  書  類 様  式 

【必須様式】  
補助金交付に係る確認書 確認書 

補助金交付に係る申告書 申告書 

平成３０年度スマートウェルネス拠点整備事業費補助金 
交付申請書 様式１交 

補助金交付申請額の算出方法及び事業経費の配分 様式 2 

補助金交付申請額の算出方法の明細 様式 3 

完了出来高見込算出書 様式 4 

年度別事業計画内訳書 様式 5 

振込口座登録票 様式 6 

【添付資料】  

・スマートウェルネス計画、 

又は生涯活躍のまち形成事業計画概要及び事業計画等、 

地域住宅計画・都市再生整備計画概要及び計画書等 

計画様式等 

・建築確認済証の写し※１ 法定の様式 

・融資の内諾を証する書面（金融機関から発行される場合に限る。） 任意様式 

・設計図書（配置図、各階平面図、立面図、断面図、住戸平面、面積

表・求積図） 
＊面積表・求積図には、補助対象となる拠点施設部分とそれ以外の部

分の判別ができるよう凡例（色分け等）をつけて、明示してくださ

い。 

任意様式 

・事業費の工事費積算内訳が記載されている積算書等、補助対象事業

費の金額の確認が出来る書類 
＊関係会社等による工事費積算内訳を提出する場合は、3 者以上から

の見積結果を提出してください。※２ 
＊工事費積算内訳には、補助対象事業部分と、対象外事業部分の判別

ができるよう明示してください。 

任意様式 
 
 
 

・共同実施規約※３ 任意様式 

・その他 推進事業室が提出を求める書類  
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提  出  書  類 様  式 

改修工事を含む事業の場合は以下の書類も添付すること 

・対象建築物の現況図、所有賃貸借等の権利関係を示す資料 任意様式 

・対象建築物の現況の建築検査済証等（築年月日、法適合の状況を示

す資料）※４ 
法定の様式又は任

意様式 

・建築士による耐震性能証明書等※５ 様式 7①② 

※交付申請書は千円単位で作成してください。積算時に円単位から千円単位に換算

する際千円未満は切り捨ててください。 

※１ 新築、または改修で建築確認申請等を行う場合は、建築確認済証の取得が見

込まれる時点でご相談を受け付けいたします。 

※２ 関係会社等とは、100％同一の資本に属するグループ企業、補助事業者の関

係会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第 8条第 8項で定め

るもの）、補助事業者の役員・親族等が役員に就任している法人等をいいます。

見積結果から関係会社等による工事費積算の妥当性を判断いたします。 

※３ 詳細についてはご相談ください 

※４ 当該資料が無い場合は、国土交通省「検査済証のない建築物に係る指定確認

検査機関等を活用した建築基準法適合状況調査のためのガイドライン」を参考く

ださい。 

※５ 既に地震に対する安全性に係る建築基準法又はこれに基づく命令若しくは条

例の規定に適合することが確認されている場合に提出してください。 

 

2.4 交付申請書の提出期間 

平成 30年 4月 20日（金）～ 平成 30年 12月 28日（金） 

※ 提出期間を変更する場合には、後述の問い合わせ先においてお知らせします。 

3  交付決定について 
交付申請書の提出を受け、次に掲げる事項等について審査した上で交付決定を行い

ます。交付決定通知書は、推進事業室から補助事業者に送付されます。 
 

・交付申請の内容が、1.3.(1)に掲げる事業の要件に適合していること。 
・補助対象費用が、国からの他の補助金（負担金、利子補給金並びに補助金適正化法第

2 条第 4 項第 1 号に掲げる給付金及び同項第 2 号の掲げる資金を含む）及び介護保険

給付金又は医療保険給付の対象費用を含まないこと。 
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・他の補助事業（独立行政法人や地方公共団体が行うものを含む。）に申請している場

合は、交付申請書の様式 2 にて、申請している他の補助事業名及び補助対象を必ず記

入していること。 
 
審査の過程で、交付申請内容等に不明確な部分がある場合等、必要に応じ、追加資

料の請求やヒアリング等を行う場合があります。推進事業室が追加資料を請求したと

きに、その請求の際に指定した期日までに追加資料の提出がない場合又はヒアリング

に応じない場合には、交付決定できない場合があります。 
上記のような手続きに係る一定の審査期間が必要であることにご留意ください。 
 
なお、交付決定の際には、「補助金の額の上限」を示していますので、審査の結

果、補助金の額が、交付決定通知書に記載された「補助金の額の上限」を下回る場合

があることについては御承知下さい。 
 
開設に際して許認可等が必要な施設については、完了実績報告までに許認可等がな

されていることの条件を附して交付決定を行うものとします。 

4  補助事業実施にあたっての経理処理について 

4.1  補助事業の適正な実施 

補助事業の経費計上については、基本原則となる次の項目を遵守して、適正な経理

処理を心掛けてください。 
≪当補助事業の経理処理原則≫ 

ⅰ 経費計上は、当該事業に直接必要なものに限ります。 
補助事業の目的に合致しないものはもちろんのこと、補助事業に直接用

いたことを特定することができない事務用品等についても計上することが

できません。 
ⅱ 経費計上は、補助事業期間中に発生したものが対象です。 
ⅲ 当該事業費は、他の事業費と混同して使用しないでください。 

補助対象となった事業がどの部分であるか明示することができるよう経

理を明確にしてください。 
  ※上記のほか、関係法令に即した適正な処理を心掛けてください。 

※支出内容を証明する書類として、補助事業者の経理処理において通常用いている

発注、納品、検収、請求、支払を確認することができる書類（オンライン発注等

の場合は、取引記録で確認することができれば足ります。）を備えておいてくだ

さい。 
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5  交付変更承認申請について 

5.1  補助金交付決定内容の変更 

拠点施設の変更（スマートウェルネス計画や平面プラン等）等や工期・工法・住宅

等の変更等、事業費内容の変更により、交付決定された事業の変更（軽微なものを除

く）が生じる場合は、速やかに推進事業室に連絡し、交付変更承認申請の手続きにつ

いて確認のうえ、指示に従ってください。なお、交付決定通知に示された交付決定額

を上回ることはできませんのでご留意ください。複数年事業の場合は、全体設計承認

申請についてもご確認ください。 

 

5.2  交付変更承認申請の提出書類 

 補助金交付変更承認申請書（様式１変）を作成してください。添付資料等は、交付

申請書に準じます。 

 提  出  書  類 様  式 
【必須様式】  
平成３０年度スマートウェルネス拠点整備事業費補助金 
交付変更承認申請書 

様式１変 

補助金交付申請額の算出方法及び事業経費の配分 様式 2 
補助金交付申請額の算出方法の明細 様式 3 
完了出来高見込算出書 様式 4 

年度別事業計画内訳書 様式 5 
【添付資料】  
・スマートウェルネス計画※１  

又は生涯活躍のまち形成事業計画概要及び事業計画等 

地域住宅計画、都市再生整備計画概要及び計画書等 

計画様式等 

・建築確認済証の写し※１ 法定の様式 
・融資の内諾を証する書面（金融機関から発行される場合に限る。）※

１ 
任意様式 

・設計図書※1（配置図、各階平面図、立面図、断面図、住戸平面、面

積表・求積図） 
＊面積表・求積図には、補助対象となる拠点施設部分とそれ以外の部

分の判別ができるよう凡例（色分け等）をつけて、明示してくださ

い。 

任意様式 
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・事業費の工事費積算内訳が記載されている積算書等、補助対象事業費

の金額の確認が出来る書類※1 
＊工事費積算内訳には、補助対象事業部分と、対象外事業部分の判別

ができるよう明示してください。 

任意書式 
 
 
 

・その他 推進事業室が提出を求める書類  
・（※１）については、前回交付申請した時から、追加、又は変更のあったもの

についてのみ提出してください。 

・補助金交付変更承認申請書は千円単位で作成してください。積算時に円単位か

ら千円単位に換算する際千円未満は切り捨ててください。 

5.3  交付変更承認申請に係る留意事項 

・必要な手続きを行わず、予定していた内容に変更があり交付決定された事業と異なるも

のとなったと判断されたものについては、補助対象となりませんので注意してくださ

い。既に補助金が交付されている場合には、当該補助金の返還を求めることがありま

すので注意してください。 
・また、やむを得ない事情により、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事

業の遂行が困難となった場合には、速やかに推進事業室に報告し、その指示に従って

ください。 

6  経費の配分の変更について 
交付決定額に変更がない場合で、費目間の経費の配分の変更を行う場合は、あらか

じめ推進事業室にご相談ください。 
なお、経費の配分を変更することができるのは、交付決定通知の内容に影響を及ぼ

さない場合に限ります。 

7  補助事業の中止・廃止等の申し出 

7.1  事業の中止・廃止 

補助事業者が勝手にその事業を中止し、又は廃止することは、予定のとおりの補助

事業が遂行されることを期待して本事業を推進する国への背信的行為となります。 

やむを得ず補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合には、推進事業室にご相

談ください。 

7.2  交付申請の取り下げ 

補助事業者は、交付決定通知書を受領後、諸事情により交付申請書を取り下げる場

合には、事業廃止申請書を推進事業室に提出する必要があります。 
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交付申請を取り下げようとする場合には、推進事業室にご相談ください。 

8  補助事業実施状況報告 
推進事業室は、必要があると認めるときは、補助事業者に対して、補助事業の進行

に関する報告を求め、又はその進行状況を調査することがあります。また、状況に応

じて報告書の提出を求めることがあります。 

9  完了実績報告について 

9.1  完了実績報告とは 

補助事業は、交付決定通知日以降に始まり、交付決定を受けた補助事業が完了し

（交付決定額に対応する工事出来高が上がり）、交付すべき補助金の額の最終的な決

定（「額の確定」という。）とその交付があって終わります。完了実績報告は原則と

して、①交付決定を受けた補助対象工事が竣工していること、②補助対象となった拠

点施設が運営を開始できること、③補助対象工事費の支払いが完了していることの全

ての要件が満たされた時点で提出できます。なお、本年度末の平成 31 年 3 月 31 日ま

でに①の交付決定を受けた補助対象工事が竣工できない場合は、平成 31 年 3 月 31 日

までの工事出来高が補助対象となります。この場合でもあっても、①～③の全ての要

件が満たされた時点で工事出来高分の完了実績報告の提出となります。 
よって、これらの要件が満たされたときは、遅滞なく「完了実績報告書」を推進事

業室に提出する必要があります。 
応募・交付申請の内容に沿って補助事業が実施されたか書類の審査を行うととも

に、必要に応じ現地調査等を行い、その報告に係る補助事業の成果が、補助金の交付

決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、当該補助金の額を確定

し、補助事業者に「額の確定通知書」を送付するとともに、補助金の支払いの手続き

を行います。 

9.2  完了実績報告時の提出書類 

 提  出  書  類 様   式 
【必須様式】  
平成３０年度スマートウェルネス拠点整備事業費補助金 
完了実績報告書 

様式１完 

補助金精算調書 様式 8 
科目別決算内訳 様式 9 
科目別決算内訳書の明細 様式 10 
完了出来高算出書 様式 11 
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 提  出  書  類 様   式 
年度別事業計画内訳書 様式 12 
国庫補助金受入調書 様式 13 
請求書※１ 様式 14 
建築士による工事内容確認書 様式 16①② 

【添付資料】  

・完了検査の検査済証の写し または 工事出来高確認報告書 
＊竣工後の完了実績報告時には検査済証の写しを提出してくださ

い。改修等で検査済み証が発行されない場合、また、出来高が

100％に達さない段階での完了実績報告時には、建築士の作成し

た工事出来高確認報告書を提出してください。 

検査済証は 
法定の様式 
 
工事出来高確認報

告書は様式 15 
・建築士による工事監理報告書※２ 

＊交付申請した工事内容に対する変更があった場合は、必ず内容

を記載し変更部分を明示した資料を添付してください。 

法定様式 

・工事内容の確認等を行った建築士の免許証の写し 法定様式 
・工事内容の確認等を行った建築士の所属する建築士事務所登録証

明書の写し  

・物件の写真等※３ 

 ＊完了出来高を確認することができるもの 
様式 18 

・補助対象となる拠点施設が適正に運用されることを確認できるも

の（開設許認可、運営規定等）※４  
任意様式 

・事業費の総額が確認出来る請負契約書及び工事費内訳書等 
＊工事の内容変更等により、事業費の総額が交付申請時より減額

となっている場合は、必ず変更のあった部分の内訳明細書を添

付して下さい。なお、これ以外でも推進事業室の判断により内

訳明細書を提出いただく場合がありますので、指示に従ってく

ださい。 
＊交付申請時より事業費の総額が増額となっていても、交付申請

またはその後の交付変更承認申請による交付決定額を超えて補

助金が交付されることはありませんのでご注意ください。 

任意様式 

・請負契約書を締結した工事業者等からの請求書の写し※5 任意様式 
・請負工事費に相当する領収書及び送金伝票の写し※5 
※金融機関等の第三者により公的に支払済みであることが証明できる書類 任意様式 

・建築士による耐震改修工事証明書※6 様式 17①② 
・補助対象施設に関する権利関係を示す資料※７  
・その他 推進事業室が提出を求める書類  
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・完了実績報告書は千円単位で作成してください。積算時に円単位から千円単位

に換算する際千円未満は切り捨ててください。 
・交付決定後に交付決定の内容にかかわる変更があったにもかかわらず、これら

の事項を報告していないと判断されるものについては、補助の対象となりませ

んので注意してください。 
 

（※１）完了実績報告における補助金精算額は、交付決定額を超えることはでき

ません。従って、事業費の総額が交付申請時より増額となる場合も、補

助金額が増えることにはなりませんのでご注意ください。また、請求書

については、完了実績報告書類で算出した工事費に対応する補助金額で

作成していただきますが、完了実績に対する審査により補助額が変更さ

れる場合があります。この場合は、推進事業室から連絡のうえ額を変更

した請求書を再提出していただきます。 
（※２）完了実績報告の対象となる期間における建築士（都道府県知事登録を行

っている建築士事務所に所属する建築士に限ります。）による工事監

理報告（建築士法第 20条第３項の規定により建築士が建築主等に対し

て報告する工事監理の状況を把握することができる資料）を提出して

ください。 

（※３）添付すべき「物件の写真等」は、補助事業の進捗状況に応じ、次のとお

りです。写真については完了実績報告書類の様式 18に貼付のうえ、撮

影日付と撮影対象の内容がわかる説明を付してください。 

 [竣工している場合] 
○建物外観の写真  四周および遠望などを含む ：５点以上 
○建物内観の写真  主な共用室・共用部分を含む ：５点以上 
○応募時の要件をみたしていることを説明できる写真 ：必要数 
（拠点施設の内観／共用部分等） 
○改修の場合にあっては、改修箇所について改修前後の写真（改修

前後を組にして対比できる配置に整理してください） 
改修前後の確認が出来ない場合、補助対象とならないことがありま

すのでご注意ください。なお、前後の内容が確認できるよう撮影角

度を合わせるなど、整理をお願いします。 
[工事途上の場合] 
○建物外観の写真  四周および遠望などを含む ：５点以上 
○建物内観の写真  施工出来高の状況を網羅する ：５点以上 
○申請した出来高まで工事が進捗していることを説明できる写

真 ：必要数 
（※４）適正な運用を確認するための書類としては、介護保険法の規定に基づく

指定が必要な施設は、「介護保険指定事業所通知書」の写し、医療法に

規定する病院又は診療所に該当する施設は「開設届」など公的書類の写

し、このほか、拠点施設利用規定などの書類やその重要事項説明書、拠
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点施設利用パンフレットなどの営業資料など、適正な運用状況または予

定を説明できる資料を想定しています。 
    開設に際して許認可等が必要な施設は、許認可等がなされている必要が

あります。 
（※５）補助金交付の条件として、完了実績報告事業費に対応する請求書、領収

書及び送金伝票が必要となりますのでご留意ください。 
（※６）本事業の補助を受けて行う改修工事において耐震改修工事を実施する場

合のみ提出してください。 
（※７）建物登記全部事項証明書、賃貸借契約書等の補助対象施設に関する権利

関係のわかる資料を想定しています。   
 

9.3  完了実績報告書の提出期限 

完了実績報告書は、平成 30年度交付決定を受けた事業の完了後できる限り速やかに

提出してください。平成 30年度の事業は、原則として、平成 31年 2月 22日までに執

行し、できる限り速やかに完了実績報告書を提出いただくことになっています。 

完了実績報告書が提出されない場合には、補助金の額の確定ができませんので、補

助金の支払いをすることが一切できなくなります。補助対象となる事業が完了すれば

完了実績報告書を提出できますので、早めの手続きを心がけてください。 

年度末近くには、提出物の受理や事前照会などで推進事業室の窓口が混雑すると予

想されますので、前もって用意できる書類は早めに準備を進め予め推進事業室に照会

するなど、期日までに完了実績報告が完了するよう心がけてください。 

  ※事業の完了後とは、補助対象施設の工事が完了し、許認可等を受け、運営を開

始できる状況を指します。 

※書類の不備などで再提出が必要となる場合があります。この場合も全ての書類

が整ってはじめて提出完了となりますので、余裕のある日程で事前相談を始

めてください。 

※平成 31年 2月 22日時点での完了実績報告ができないと想定された場合（事業

が完了しないと見込まれた場合）は、できる限り早期に推進事業室にご相談

ください。 

10  補助金の支払いについて 
補助金の額を確定した後、推進事業室から補助事業者に補助金が支払われます。本

事業の補助金は、補助事業が実施されたこと及び開設に際して許認可等が必要な施設

の許認可等がなされていることを確認した後に支払います。 
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10.1  支払時期 

平成 30年度分は、所定の期日までに完了実績報告が提出された事業者に対し、平成

31年 3月末日までに振り込まれる予定です。（事業の進捗状況、事務手続上の都合等

により多少の遅れが生じる場合も想定されますのでご了承ください。） 

 

10.2  振込先 

補助金は、交付申請時に登録した口座に振り込まれます。 

 

＊請求書は、振込手続きに日数を要するため、完了実績報告書の提出時に添付してく

ださい。ただし、完了実績に対する審査により補助額が変更される場合に、推進事

業室から連絡のうえ、額を変更した請求書を再提出していただく場合があります。 

 

11  事業中及び事業完了後の留意点について 

11.1  会社再編等に伴う補助事業の承継に係る手続き 

合併・買収、統廃合及び分社化等に伴い、補助事業に係る権利義務の承継又は移転

が発生する場合は、推進事業室にご相談ください。 

11.2  交付決定の取消、補助金の返還、罰則等について 

万一、補助金の交付の決定の内容や交付に際して附す条件、関係規程等に反する行

為がされた場合には、次の措置が講じられることがあります。 

① スマートウェルネス住宅等推進事業交付規程（スマートウェルネス拠点整備事

業、スマートウェルネス住宅等推進モデル事業及び住宅確保要配慮者専用賃貸

住宅改修事業 平成 30 年 4 月 18 日付）第 14 の規定による交付決定の取消、

補助金の交付の停止、補助金の返還命令 
② 適正化法第 29 条から第 32 条までの規定による罰則の適用 

11.3  取得財産の管理等 

応募・交付申請者は、当該補助事業により取得し、又は効用の増加した財産につい

て、補助事業の完了後においても善良な管理者の注意をもって管理し（善管注意義

務）、補助金の交付の目的に従って、その効率的運用を行ってください。 

補助を受けた者は、取得価格及び効用の増加した価格が単価５０万円以上のものに

ついては、国土交通大臣の承認を受けないで補助金の交付の目的に反して使用し、譲
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渡し、貸し付け、又は担保に供することはできません。ただし、大臣の承認を得て当

該財産を処分したことにより収入があった場合には、交付した補助金の額を限度とし

て、その収入の全部又は一部を納付させることがあります。 

なお、スマートウェルネス住宅等推進事業等により取得した財産等の取扱いについ

ての規定（H27年 10月 22日国住心第 146号）が適用されますので、補助時申請の際に

は必ず確認してください。 

11.4  拠点施設を譲渡する場合の取扱い 

特に、本補助事業の補助金の交付を受けた拠点施設を譲渡しようとするときは、国

土交通大臣の承認を受けるにあたり、原則として、拠点施設を譲り受けようとする者

と残管理期間において本補助事業の要件を遵守する旨を規定する確認書を取り交わす

必要があります。本補助事業の要件を遵守せずに譲渡がなされた場合には、補助事業

者に対し補助金の返還を求めることがあります。 

11.5  補助金の額の確定及び会計検査に伴う資料請求及び現地検査等 

交付する補助金額の確定にあたり、補助事業者に対して、必要に応じて工事の実施

状況等を確認するための補助対象となった拠点施設の現地検査、事業所への現地検査

等を行うこととしています。検査の結果、適正に事業が完了していないことが確認さ

れた場合は、補助金が交付されないこととなります。また、こうした調査の実施を拒

まれる場合も、補助金が交付されないこととなりますのでご注意ください。 
また、当該補助事業が会計検査院による検査の対象となった場合には、関係資料の

請求や現地検査が行われることとなりますので、補助金の適正な執行及び補助事業に

関する書類（委託等に係る契約関係書類、請求書及び領収書等の経理処理関係書類を

含む。）の整理・保存が必要です。（保存期間：本事業の補助金の交付を受けた年度

終了後 10 年以上） 

11.6  補助要件への適合性・管理状況等に関する調査等の実施 

交付申請者には、補助事業の実施後少なくとも 10 年間程度、補助要件への適合性や

補助対象となった拠点施設の利用状況・管理状況等について、定期的な報告を求める

とともに、必要に応じて国土交通省、推進事業室が調査を行うこととしています。そ

の際、補助対象となった拠点施設の現地検査、事業所への現地検査等を行うことがあ

ります。こうした調査の実施を拒まれる場合は、補助金の返還を求めることとなりま

すのでご注意ください。 
上記の現地調査等により、補助対象となった拠点施設が補助事業の要件に適合しな

いことが判明した場合には、補助金の返還を求めることとなりますのでご留意くださ

い。 
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11.7  アンケート等への協力 

補助事業者には、補助事業の期間の後、本事業の取組みに関する調査・評価のため

に、アンケートやヒアリング等への協力を依頼することがありますので、必ず協力して

ください。 

11.8  情報の取扱い等について 

普及促進を目的に広く補助事業の成果について紹介するため、シンポジウム、パン

フレット、ホームページ等において、事業の内容・報告された内容に関する情報を用い

ることがあります。 
取得した個人情報については、応募・交付申請等に係る事務処理に用いる他、セミ

ナー・シンポジウム・アンケート等の調査について用いることがあります。また、同一

の交付申請に対し国から他の補助金を受けていないかを調査するために用いることがあ

ります。 
なお、本事業において交付決定の取り消しに相当する理由で補助金の返還が生じた

場合には、本申請に係る個人情報について他省庁・独立行政法人を含む他の補助金担当

課に当該返還事案の概要（法人又は申請者名、補助金名、交付決定額・補助事業の実施

期間・返還を生じた理由・講じられた措置の内容等）を提供することがあります。 

11.9  申請の制限 

過去３カ年度内に国土交通省住宅局所管補助金において、交付決定の取り消しに相当

する理由で補助金の返還を求められたことがある者等（団体を含む）は、本補助金への

申請が原則として制限されます。 

 ※申請制限に関するお問い合わせは、以下の担当まで個別にお問い合わせ下さい。 

  国土交通省住宅局安心居住推進課 担当：高齢者住宅指導係 

                  電話：03-5253-8111 

                    内線：39-856 

11.10  問合せ先 

【交付申請等の事務手続きに関する問い合わせ先】 

スマートウェルネス住宅等推進事業室 
メールアドレス：kyoten@swrc.co.jp 

※補助事業着手後は、管理番号を配布しますので、メール件名は、冒頭に【補助照会：8ケタの管理番号】を

記してから個別標題を記入することとしてください。 

TEL：03-6268-9028  FAX：03-6268-9029 

【交付決定内容に関する問い合わせ先】 

交付決定内容に関しても上記宛先にお問い合わせください。 
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11.11  その他 

この応募・交付申請要領によるほか、補助金の交付等に関しては、次の各号に定め

るところにより行ってください（申請書類はスマートウェルネス拠点整備事業のホー

ムページ（http://kyoten-sw.jp/）からダウンロードすることができます。）。 
 
一 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号） 
二 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和 30 年政令第 255

号） 
三 国土交通省所管補助金等交付規則（平成 12 年内閣府・建設省令第９号） 
四 補助事業等における残存物件の取扱いについて（昭和 34 年３月 12 日付け建設省

会発第 74 号建設事務次官通達） 
五 公営住宅建設事業等における残存物件の取扱いについて（昭和 34 年４月 15 日付

け建設省住発第 120 号住宅局長通達） 
六 建設省所管補助事業における食糧費の支出について（平成７年 11 月 20 日付建設

省会発第 641 号建設事務次官通知） 
七 スマートウェルネス住宅等推進事業補助金交付要綱（平成 30 年 3 月 29 日付国住

心第 486 号） 
八 スマートウェルネス住宅等推進事業補助金交付規程（スマートウェルネス拠点整

備事業、スマートウェルネス住宅等推進モデル事業及び住宅確保要配慮者専用賃

貸住宅改修事業）（平成 30 年 4 月 18 日付け国住心第 16 号） 
九 その他関連通知等に定めるもの 
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